
電力需要の長期見通しは,先進諸国では低伸長率が定着し,

途上国では産油国でも急伸長に鈍化が見られる｡我が国では,こ

こ2年間連続して需要が計画値を上回り,多少の明るさが感じられ

たものの,電力･エネルギー関係の事業環境は依然厳しい｡この

ような状況の下に電力供給の効率化･経済化を目指して,燃料の

多様化とともに設備運用の最適化が追求されており,日立グルー

プもこれに対応した技術開発を積極的に推進している｡

原子力発電では,軽水炉関係で東京電力株式会社福島第二

原子力発電所2号機(1,100MW BWR)が完成し,昭和59年2

月3日に営業運転に入った｡本プラントは官民一体となって進めて

きた改良標準化計画のベースプラントであり,日立独自の技術が

数多く採用されている｡この完成によって我が国軽水炉の信頼性,

保守性がより高いレベルに達することが期待される,また国際協力

のもとに進められているABWR(新型沸騰水型原子炉)では,いっ

そうの経済性を目指して最適化設計及び電力共通研究を実施中

であり,昭和60年代実用化へのステップを固めつつある｡

開発炉関係では,次世代原子力発電の主力とされているFBR

(高速増殖炉)の原型炉である｢もんじゅ+発電所の建設準備工事

が本格的に進められている｡実証炉についても電気事業連合会に

よるプラント概念設計が鋭意進められており,59年度には,特に経

済性の向上を目指す合理化設計研究が開始された｡一方,動力

炉･核燃料開発事業団による｢基本仕様選定のための設計研

究+,電力中央研究所による｢タンク型FBR実用化研究+も着々進

行中である｡

核融合関係では,日本原子力研究所が建設を進めている臨界

プラズマ試験装置"JT-60”の据付が完了,現在総合機能試験を

実施中で,昭和60年春の完成が待たれている｡また,次期装置

について,日本原子力研究所の核融合実験炉FERや国際トカマ

ク炉INTORの概念設計に参画している｡大学関係では,東京大

学納め逆転磁場ピンチトーラス装置"REPUTE-Ⅰ''を完成,九

州大学納め強磁場超電導トカマク型核融合装置``TRIAM-1

M''を製作中である｡更に,超電導技術,中性粒子入射加熱技
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術,高周波加熱技術などの先端技術の開発も進めている｡

火力発電では,オーストラリア,クインズランド州タロン発電所の

350MW石炭火力1号機が運転を開始した｡引き続き同一機種9

台が運転を開始する予定である｡本プラントは,中間負荷運用と所

内単独運転に対応するため,中庄タービン起動方式のタービン

バイパス装置と,先行予測を組み入れたディジタル制御装置を採

用し,ホットスタートで点火から全負荷まで70分の急速起動を可能

としている｡また,火力プラントの今後を左右する燃料の多様化,高

効率化についても,鋭意,対応する新技術の開発に努めている｡

水力発電では,米国ヘルムス発電所納め414MWポンプ水車

及びベネズエラ,ダリⅠⅠ発電所納め730MWフランシス水車の運

転開始など,大容量水力発電機器に関する日立技術の成果が続

々と実を結んでいる｡前者は,現在運転中の揚水機としては世界最

大容量機であり,後者も世界最大級の発電専用機である｡また,

低落差用水車の高性能化,高信頼化に努めている｡

送変電関係では,UHV機器開発技術を適用した機器として九

州電力株式会社新熊本変電所へ550kVガス絶縁開閉装置を納

入した｡小形･軽量化とともに経済性･信頼性の向上を図っている｡

また,直流送電では250kV,8,000Aの直流遮断器及び500kV,

光直接点弧サイリスタバルブを開発し,将来の基幹送電用として

適用可能の技術的見通しを得た｡

エネルギー新技術関連としては,かねて製作中であった50

MVA超電導発電機の完成が挙げられる｡この成果は,次のステ

ップへ反映することが期待される｡石炭ガス化に関しては,新エネ

ルギー総合開発機構委託の流動層ガス化炉による高カロリー石

炭ガス化技術の開発で,当初目標を上回る特性が得られた｡噴

流層石炭ガス化技術の開発では,スケールアップ技術の要素研

究が進展した｡燃料電池発電システムの開発では,50kW級リン

酸型燃料電池発電システムを完成した｡太陽光発電システムの開

発では,本年度中に200kWp学校用システムを完成する予定で建

設を進めている｡



沸騰水型原子力発電設備

l.改良標準化ベースプラント東京電

力株式会社福島第二原子力発電所2号

機の完成

東京電力株式会社福島第二原子力発

電所2号機は,国内最大級の電気出力

1,100MW BWR(沸騰水型原子力発

電設備)として昭和54年2月に着工し

た｡以来,鋭意建設を進めてきたが昭

和58年4月26日に初臨界に達し,その

後の試運転での出力長那皆別試験も好調

に進み,昭和59年2月3日に営業運転

に入った｡その間,着工から営業運転

開始まで59箇月という我が国はもちろ

ん,世界でも最短の建設工程を達成す

るとともに,起動試験中での計画外70

ラント停止皆無という記う録をつく り,

安全面では,第五種無災害表彰を受け

るなど数々の記録を打ち立てた｡本発

電設備は信頼性,稼動率の向上,放射

線被ばく低減により,軽水炉の定着化

を図る目的で官民一体となって進めら

れた改良標準化計画の成果を適用した

ベースプラントである｡また,国産化

率は99%に達している(トピックス2

ページ参照)｡表1にプラント基本仕様

を示す｡

(1)改良炉心の採用

燃料の熱的余裕の増大,プラント利

用率の向上を目標として炉心の改良を

表l プラント基本仕様

進めてきたが,その結果,上下2領域

燃料及びグレーノーズ制御棒の独自技

術を開発して適用し,極めて良好な運

転実績を示している｡

(2)MARK-ⅠⅠ改良型PCV(原子炉格

納容器)

保守点検の作業性向上による作業員

の放射線被ばく低減を図るため,格納

容器の直径を大きく し,内部機器類の

配置を改良した｡

(3)放射線被ばく低減

自動化,省力化,邁へい強化,保守

点検性向上などの改良設計を採り入れ

る一方,J京子炉冷却水の鉄クラッド低

減及びコバルト低減の対策を徹底して

実施した｡

(4)運転性の向上

中央制御室でのヒューマンファクタ

を考慮し,運転状況に応じた情報表示

をするCRT6台を中央監視制御盤に

配置した｡また,負荷分散形マルチ計

算機システムを開発し制御装置の信頼

性向上,更に給水･再循環制御の協調

した制御方式の採用により制御性の向

上を図った｡

(5)信頼性向上

RPV(原子炉圧力答器)に狭開先溶

接を適用し,溶接熱影響部の耐衝撃性

を向上させた｡また,下鏡一体鍛造法

によりi容接部を減少させた｡一方,ISI

としてマルチ探触子及びデータ集づ録装

置から成る日立式RPV自動ISI装置を

導入した｡

項目 仕 様

出

力

熱 出 力 3′293MW

電気出力 l.100MW

炉
′LJ

及

ぴ

燃
料

炉心設計

燃料集合体

上下2領域炉心

764

燃 料 8×8

J85制御棒数

チャネルボックス ▲00mil

再 炉心冷却水流量 4.83×=)4t′/h

循

環
ジェットポンプ数 20

系 流量制御 可変速度式

6.41×103t′/h主
蒸

安も

系

タ

,

ビ

ン

発
電
機
系

蒸気;充量

逃L安全弁個数 18

タービン型式 TC6F-4】in

発電機容量 l′300MVA

タービン制御 EHC

主復水器細管 全チタン

給 水 タービン駆動 50%×2

ポンプ 電動機駆動 25%×2

復水脱塩器 10塔(l塔予備)

復水扉過脱塩器 12塔=塔予備)

サ
l

ピー

ス

機
器

制御棒駆動機構交換機 自動(空気電動寸幾〉

燃料取替機 自動

供用期間中検査装置 自動(マルチ端触子式)

注:略語説明 EHC(Ebotro-Hydra山c ControISystem)

(6)その他

表2に主要な設計仕様及び技術の改

良点を示す｡

2.放射性廃液三成容処理設備の完成

J京子力発電所から発生する放射性廃

棄物は,現在,発電所内に貯蔵保管さ

れているが,発電所の運用年数ととも

に貯蔵量が増大している｡日立製作所

は,発生する廃棄物をできるだけ減客

し,長期保管に対して物性上安定かつ

最終処分へも柔軟に対応できる処理技

術を開発してきた｡本技術は,廃棄物

を乾燥粉体化後造粒固化するものであ

るが,これを適用して東京電力株式会

社福島第一J京子力発電所の集中環境施

設の一設備として放射性廃液減容処理

設備を昭和59年6月に納入した｡

本設備は新技術を適用した1号機で

あり,世界で初めて商業ベース発電所

に採用されたもので以下の特徴をもっ

ている｡

(1)減客性向上:従来のセメント固化

法の÷
(2)安定貯蔵:ペレット化による廃棄

物の安定化

(3)中間貯蔵:我が国の将来の最終処

分法に柔軟に対応可能

(トピックス3ページ参j照)

3.サイトバンカ設備(放射性固体廃

棄物貯蔵設備)の完成

中国電力株式会社島根原子力発電所

納めサイトバンカ設備(放射性固体廃

棄物貯蔵設備)が完成した(図1)｡サイ

表2 主要な設計及び技術の改良

目 的

信
頼
性

向
上

稼
動
率

向
上

被
ば

く

低

減

保
守
性
向
上

運
転
性

向
上

A

仁∃

‡里

化
適用技術

項 目

】.炉 心, (=上下2領域燃料 〔⊃ ◎

燃 料 (2)グレーノーズ付制御棒 (つ ◎

2.原子炉

圧力容器

(l)狭間先ミグ溶接 ◎

(2)下鏡一体鍛造化 C〉 ◎

(3)CRDハウジング一体遠心鋳造イヒ ◎ 〔〕

3.原子炉

補 機

=)CUWポンプのキャンド型イヒ ◎

(2)PLR系配管大型鍛造材 ◎ ⊂)

(3)RHRポンプの軸長短縮化 ◎ ○ ⊂)

(4)PLRポンプ･電動機,M-Gセット国産化 ◎ 〔〕

(5)TIP駆動機構の改良,国産化 (⊃ ◎

(6)Cf-Be-Sb型中性子)原 ◎

4.タービン

補 機

(り復水器冷却管のチタン化 ◎

(2)バランスドダウンフロー復水器 ◎

(3)T-RFPの国産化 ◎ (⊃

(4)主タービン周り改良 ◎ (⊃

(5)タービン発電弓幾系計装多重化 ◎

5.建設工法
(り130tジグクレーン ◎

(2)大パネル70レハブイヒ ◎

6,そ の 他

(1)メカニカルスナバの採用 ◎

(2)曲げ管の採用 ◎ ○

(3トキPCVモテリレ ◎

フ主二記号及び略語説明

◎(主要な効果),○(関連する効果)

CUW(Clean Up Water)

PLR(Primary Loop Recirculation)

RHRポンプ(ResidualHeat Removal)

TIP(Travers‥1gln-Core Probe System)

T-RFP(Turbine dr†ver Reactor Feed Pump)
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表3 ABWRの主要イ土様概要値

＼

も

図l 中国電力株式会社島根原子力発電所納めサイトバンカ設備

新型8X8燃料

注

134.1

0000000

88訳P
00喜一○
00‡-
00 ○

○
134.1

チャネル
ボックス

内側面

従来型8×8燃料

従来型8×8燃料

新型8×8燃料

○

○(燃料棒)･¢)(ウオータロッド)
(a)燃料棒及びウオータロッド配列

12.5

10.6

10.3

12,3

従来型8×8侯料

新型8×8燃料

12.5

十-

(b)燃料棒(左)及びウォータロッド(右)断面図(単位:mm)

図Z 新型8×8燃料と従来型8×8燃料の比重交

トバンカ設備は,J京子炉の運転に伴っ

て発生する使用済み制御棒,チャネル

ボックスなどの放射性固体廃棄物を,

水中で貯蔵する設備である｡

本設備は,昭和57年6月着コニ後24箇

月の短工期で昭和59年5月に完成し

た｡本設備の主体工事であるプールラ

イニングの溶接作業には,軽量型自動

溶接機を採用し,自動溶接範囲を拡大

するなどの最新の生産技術を導入した｡

本設備は日本原子力発電株式会社敦

賀発電所納め(昭和52年運開),東京電

力株式会社福島第一原子力発電所納め

(昭和55年運開)に次ぎ日立として3基め

であり,次のような特徴をもっている｡

(1)大容量･高密度化を図った貯蔵ラ

ックを採用

(2)プール水浄化系i戸過器に粉末樹脂

プリコート方式を採用

(3)安全性及び信頼性の面で先行機の

実績を反映
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新型沸騰水型原子力発電所の

開発

電気出力1,300MW級ABWR(Ad-

VanCed BoilingWaterReactor)の開

発設計を,東京電力株式会社の指導の

下に米国GE社及び株式会社東芝とと

もに進めてきた｡昭和58年に基本設計

と技術評価を完了し,性能と経済性の

両面で優れた特性をもつことが確認さ

れた｡

昭和59年に入り,基本設計の技術的

特徴を最大限に生かしながら,更に経

済性を追求したプラントの実現を志向

した最適化設計を開始し,基本仕様を

確立した｡表3に概要を示す｡

開発設計と並行してABWRに才采用

される技術を確証するためのABWR

電力共通研究を実施中で,研究の大半

を完了している｡国も財団法人原子力

工学試験センターに委託して,インタ

ーナルポンプシステムの確証試験を進

めている｡これらの研究を通し,

No. 項 目 ABWR BWR-5

l 電気出力 】.300MW級 l′100MW級

2 熱出力 3′926MW 3.293MW

3
≠然料集合

体数
872体 764体

4
再j盾環系 インターナル

タト部ループポ

ンプ及びジェ

ットポンプ
構成 ポンプ

5
制御棒駆 電動･水圧式

水圧式
動装置 (FMCRD)

6
非常用炉

心冷却系
3区分 3区分

7
格納容器 鉄筋コンクリ

鋼 製
型式 ート製

注:略語説明 FMCRD(Fine Motion ControIRod

Drive)

ABWRの主要機器であるインターナ

ルポンプ,電動微駆動の新型制御棒駆

動装置,鉄筋コンクリート製格納容器,

湿分分艶再熟器などの性能と信束副生を

確認している｡

新型原子炉の開発

高速増殖炉｢もんじゅ+発電所(電気

出力280MW)は,動力炉･核燃料開発

事業団により,現在福井県敦賀市白木

地区で,敷地造成工事などの建設準備

工事が鋭意進められている｡日立製作

所は,主循環ポンプほかの一i欠冷却シ

ステム及び機器,ナトリウム･ナトリ

ウムの熱交換を行なう中間熱交換器,

ナトリウム･蒸気の熱交換を行なう過

熱器,中央計算機などを】旦当し,設工

認(設計及び工事の方法の認可),工認

(工事計画の認可)に向け設計作業を推

進しており,据付完了は昭和65年3月

を予定している｡

高速増殖実証炉(電気出力1,000MW

級)については,軽水炉建設費の1.5倍

以下を目標とした電気事業連ノ合会のタ

ンク型/合理化設計研究及び電力中央研

究所の実用化研究が開始された｡日立

製作所は,軸非均質炉心や埋込式建物

概念などを盛り込んだタンク型プラン

ト概念の検討,モデルによる耐震成立

性確認試験の経験などを基に,これら

の研究に参画中である｡また,動力炉･

核燃料開発事業団による実証炉基本仕

様選定のための研究開発計画にも参加

している｡

電源開発株式会社で建設計画中の新

型転換炉実証炉(電気出力600MW)

は,昭和60年度設置許可申請を目指し

て,基本設計が進められている｡日立

製作所は炉心設計,安全評価,原子炉



図3 CRD分解洗浄装置

本体設備,電気･計測制御設備などの

設計を担当するとともに,主務会社と

しての業務を実施している｡これと並

行して動力炉･核燃料開発事業団の委

託研究などにより,新型転換炉特有の

設計コードの開発,原子炉本体設備な

どに関する研究開発を推進している｡

その他新製品

1.新型8×8燃料の完成

新型8×8燃料は,従来の8×8燃

料に比較して燃料の出力分布をより平

たん化し,バーンアウト特性を改善す

ることによって信頼性の向上,及び;茎

転余裕の増大を図ったものである｡構

造上は図2に示すように燃料棒を細径

化し,ウォータロッドを太径化し,か

つ本数を増加したことが特徴であり,

更に封入ヘリウムガスを加圧し,スペ

ーサを改良するなどの新設計を折り込

んでいる｡また長期間運転への対応を

配慮して,取替燃料の濃縮度を従来の

約2.7%から約3.0%に増加するととも

に,上下二領域濃縮度･ガドリニア分

布としている｡本設計の最初の燃料と

して,昭和58年12月に東京電力株式会

社福島第一原子力発電所4号機第5回

取替燃料158体が納入され,現在順調に

運転中である｡

2.制御棒駆動機構分解洗浄装置

CRD(制御棒駆動機構)の分解･洗浄

作業は,従来数名の熟練作業員の手作

業により行なわれていたが,このたび

日立製作所は,放射線被ばくの低減及

び作業の省力化を目的として,分解作

業の機械化,洗浄作業及び運転操作の

遠隔化を可能としたCRD分解洗浄装

置を完成した(図3)｡本装置の主な特

長は,洗浄に高圧水を用いた自動シス

号｡さ〉㌔.″+闇巧汀一ヨ一っ.j〔■彪さ一頭.-

図4 関西電力株式会社美浜発電所3号機納めドライクリーニン

グ装置の外観

テムを採用し,洗浄によりはく離した

放射性タラッドをフィルタユニットに

より回収するとともに,分解水槽内の

水を循環i戸過して,装置及び作業場所

の雰囲気線量率を低減するとともに,

CRDの分解搬送などの重量物の取扱

いを機才戒化した点にある｡本装置は,

東京電力株式会社福島第一原子力発電

所4号機に納入され,第5回定期検査

で使用された｡

3.原子力発電所向けドライクリーニ

ング装置の納入

関西電力株式会社美浜発電所3号機

納めドライクリーニング装置の据付

けを,昭和59年7月に完了した(図4)｡

この装置は,原子力発電所内で着用さ

れる作業衣などをi容剤(フロン113)を

用いて洗濯するもので,従来の水で洗

濯する方式に比べ洗濯廃液を発生しな

いという大きな特長をもっている｡本

図5 遠隔自動ボルト締イ

装置の納入実績はこれで6機めである

が,原子力発電所内洗濯設備へのドラ

イクリーニング装置の導入計画が活発

になってきた｡

4.原子炉圧力容器用遠隔自動ボルト

締付装置の開発

この装置は,原子力発電所の稼動率

向上及び定期検査時の被ばく低減を目

的としてパブコックH立株式会社で開

発した装置で,定期検査工程のクリテ

ィカルパスとなるRPV(原子炉圧力容

器)の上ぶた開閉作業のうち,ボルト清

掃,ボルトテンショニング(締付け又は

緩め)及びナット着脱作業を,4箇所で

同時にかつ遠隔自動操作で行なうもの

でRPV上ぶたに固定した軌道に沿っ

て駆動するステーションに上記作業を

行なう装置をつり下げる構造(図5)と

なっている｡このたびステーション1台分

の部分試作及び実証試験を実施した｡

:ノ

苓:

寸装置

㌫芦

｡ 琴

熟1-

囁
1

望ド

RP〉･【
l】

ナ;言ニッ古君;こ＼∩｡'-･≠/

ステーション旋回用軌道

ステーション

ナット着脱糞置

スタッけンシ]ナ

ボルト清掃装置
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5.RPV(原子炉圧力容器)解体技術

の開発

RPV解体は廃炉技術開発の中で最

も重要な技術の一つであり,バブコッ

ク日立株式会社では水中アークフゲウジ

ング･ガス切断工法(通商産業省工業技

術院四匡Ⅰ工業技術試験所特許)による

RPV解体技術の確立を図っている｡既

に社内基礎実験により,430mm厚クラ

ッド鋼の水中切断を実証済みで,本結

果を基に昭和59年6月に社内設備とし

てRPV一遍隔切断試験設備を完成した

(図6)｡本設備は,遠隔切断技術,切

断物ハンドリング技術,二次生成物回

収技術などを実証するのに有効な設備

である｡

6.ディジタル式放射線モニタリング

システムの開発

これまでのアナログ式に代わり,最

新のディジタル及びオプトエレクトロ

ニクスの技術を導入したディジタル式

の放射線モニタリングシステムを開発
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図7 ディジタル式放射
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図9 据付け中の+T-60本体

した(図7)｡本システムは,(1)計測処

理のディジタル化による計測精度及び

安定性の向上,(2)ゲイン,バイアスの

自動調整及び完全前面操作化による保

守性の向上,(3)光伝送の採用による耐

ノイズ性の向上,(4)LSI化による小形

化,(5)部品点数削減による信頼性の向

上など,優れた特長を備えている｡

7.蒸気発生器伝熟管用超音波採傷シ

ステムの開発

日立製作所とバブコック日立株式会

社は,動力炉･核燃料開発事業団から

の受託研究及び自社研究により,高速

増殖炉用蒸気発生器の伝熱管を内面か

ら高精度かつ高速に検査できる画期的な

電子走査式超音波探傷装置を開発した｡

本装置は管周方向に配列した多数の

超音波送受波子を電子的に切り換え,

超音波ビームを最高1万5,000rpmの

速さで回転する全く新しい形式のアレ

イ型プローブ(図8)と,そのプローブ

を,小口径でかつ大小多数の曲りをも

盈賢

泌

つ伝熟管に対して,水i充駆動により自

動的に挿入する装置を備えている｡

実験の結果,伝熟管1本当たり(全長

約100m)の検査所要時間が機1戒的に送

受波子を回転走査する方式に比べて大

幅に短縮(9時間→20分)できることを

確認している｡

核融合及び超電導技術の開発

1.日本原子力研究所納め臨界プラズ

マ試験装置"JT-60''の建設

核融合プラズマの臨界条件の実証を

目標とするJT-60の建設が,日本原子

力研究所那珂地区で進められている｡

図9は,据付中のJT-60本体の外観で

あり,昭和59年9月に据付けを完了し

た｡その後,真空容器の真空式験及び

ベーキング試験を実施して所定の性能

を確認し,現在,コイル通電試験を進

めている｡建設は昭和60年春に完成の

予定である｡
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図10 定常型トカマク核融合実験炉の模型
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図Il完成したREPUTE一工本体

2.定常型卜カマク核融合実験炉

現在のトカマク型核融合装置("JT-

60”など)では,プラズマ電流の生成と

維持は,変i充器コイルを一i欠側,プラ

ズマを二次側とする変圧器の原理すな

わち電磁誘導に基づいており,かつそ

の運転は間欠(パルス)運転の繰り返し

となる｡ところが,将来の核融合発電

炉の場ノ釧ま,定常運転が不可欠である

ことから,変享充器コイルに代えて適切

な高周波エネルギーをプラズマに注入

し/プラズマ電音充を生成させ定常的に

維持する方式(高周波駆動方式)が開発

されつつある｡日立製作所は日本原子

力研究所との契約を通じて,このよう

な定常型トカマタ核融合実験炉の概念

設計を我が国で初めて実施した｡その

結果,定常炉はコンパクトでかつ簡素

な炉構造となり(図10),信頼性及び経

済性の向上が図られることを示した｡

3.東京大学納めREPUTE-Ⅰの完成

RFP(逆転j滋場ピンチ)は,核融合炉

図12 高安定度超強1滋界マグネット

図13 CDFソレノイド外観

を目指した磁場閉じ込めのひとつの概

念であり,経済的な核融合炉実現の可

能性があるため,最近特に注目を集め

ている｡日立製作所は,国内最大の

RFP実験装置である東京大学納めRE-

PUTE-Ⅰの本体,電源,制御,補機の

仝システムを製作し,轟内入した｡図It

は,完成した本体の全景を示す｡プラ

ズマの主半径820mm,副半径200Inm,

また,プラズマ電享充400kAである｡電源

は,PFN(パルスフォーミングネット

ワーク)付きの約3MJのコンデンサ電

i原である｡

4.超電導マグネットの完成

核融合装置,粒子加速器,NMRイメ

ージング装置などに用いられる超電導

マグネットは,高磁界化,大型化,磁

界の高精度化,運転の安定化,パルス

運転への適用などに向けて開発が進め

られた｡以下に代表的な数例について

紹介する｡

金属材料技術研究所納め高安定度超

強磁界マグネットは,有効内径180mm,

発生才滋界14¶15Tと,世界最大級の高

孝義界マグネットであり,Ti添加のNb3

Sn化合物極細多心線を使用するなど,

安定な動作を重視したもので,このほ

ど完成した(図12)｡

筑波大学納め(米国フェルミ国立加

速器研究所に設置)のCDF(Collider

Detector Facility)粒子測定器用大型

超電導ソレノイドは,高純度アルミニ

ウム安定化のNbTi線材を用い,直径

3m,長さ5m,中心磁界1.5T,蓄積

エネルギー30MJのコイルである｡内側

の巻枠ボビンのない中空の薄肉構造

で,間接冷却技術を採用し,世界に先

駆けて完成した(図13)｡

核融合でのプラズマの立上げと制御

用,また,電力貯蔵用として,巻線内

径884m皿,外径1,145mm,軸長333皿Imの4_1

MJ超電導パルスマグネットを製作し,

高速線返しパルス励石削こ成功した｡
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オーストラリア向け350MW石炭

火力発電プラントの運転開始

石炭火力発電プラントとして,オー

ストラリア,クインズランド州電力局

タロン発電所納めの1号機350MW発

電設備が予定どおり昭和59年5月1日

に営業運転を開始した｡同州の電力需

要増にこたえるため,引き続き同一機

種9台が次々と運転を開始する予定で

ある｡

1.主要仕様

本発電設備の主要仕様を表4に示す｡

2.特 徴

(1)本発電所は,燃料として近くで採_

掘される豪州炭を使用する山元発電所

である｡復水器用冷却水は,湿式冷却

塔により冷却されている｡

(2)石炭火力発電プラントとして中間

負荷運用が可能なように設計きれてお

り,タービンバイパス装置の設置,絞

り制御式変圧運転等々の設計上の配慮

を施している｡

(3)ボイラは,過熱器二段スプレーに

よる主蒸気温度制御,パラレルダンパ

による再熟蒸気温度制御など,中間負

荷運用のための考慮を設計に種々取り

入れている(図14)｡

(4)タービンは,電子式ガバナ及び絞

り調速の才采用,変圧運転方式の採用に

よる部分負荷効率の向上,高中庄ター

ビンの一体輸送,また各所に高効率化

技術を施し高効率タービン設計として

いる(トピックス3ページ参照)｡

(5)タービンバイパス装置は,急速起

動を可能とする(ホットスタート:点

火一仝＼負荷70分)とともに,送電系事故

表4 主要仕様

区分 項 目 仕 様

ポ

イ

ラ

最大連続蒸発量し047t′/h

形 式
バブコック日立自然循王藁変圧

ドラム式

蒸気条件 17.650kPa･abs 541/541℃

≠然 料 石炭専焼(微粉炭燃焼)

通風方式 平衡通風

タ

】

ビ

ン

定格出力 350MW

形 式 TCDF▲33.5

蒸気条件
16′650kPa･abs 538/538℃

変圧運転

回 転 数 3′000rpm(50Hz)

調速方式 絞り調速,電子式ガバナ

抽気段数 6段

発
電
機

容 量 391MVA

形 式
全閉固定子直接水冷却回転子

直接水素冷却円筒回転界磁形

励磁方式 静止形

力 率 0.9

給ポ
水
オミイ
ン

プラ

駆動方式
電動1幾駆動

()充体継手付き回転数制御)

容量×台数 50%×3台
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図14 350MW石炭燃焼自然循環変圧ドラムボイラ側断面図
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図15 株式会社g=路熱供給公社納めIlt/h;充動層

時の所内単独運転を可能とするため,

高圧･低圧バイパス共100%容量として

いる｡また,起動時所内単独運転時の

高圧タービン熟応力を軽i成するため,

中庄タービン起動方式を採用し,信頼

性を高めている｡

(6)主な制御装置は,マイクロコンピ

ュータ応用のディジタル式を才采用して

おり,ボイラ自動制御装置には石炭制

御の応答性を上げるため,先行制御回

路を組み込んでいる｡

(7)運転員訓練用シミュレータ(制御

盤は実j幾と同じ操作性をもつレプリカ

タイプ)を納入し,プラント試運転開始

前から運転員の訓練に役立てることが

できた｡
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図柑 50MWン充動層ボイラ本体

流動層ボイラ技術の現状

石油代替エネルギー源として,石炭

をはじめ各種の安価な低品位燃料が利

用できるとともに,SOx,NOxの発生

が炉内で抑制できる環境対応形ボイラ

として流動層ボイラの実用化が急速に

進んでいる｡産業用としては,昭和59

年春に北海道釧路市で珠式会社釧路熱

供給公社納め11t/hスラッジ炭燃焼流

動層ボイラの商業運転を開始したほ

か,王子製紙株式会社苫小牧工場及び

江別工場納めの,それぞれ製紙スラッ

ジなどを燃料とした42t/hi充動層ボイ

ラと,選炭スラッジなどを燃料とした

50t/h流動層ボイラを相次いで受注し,

昭和60年5月及び10月の完成を目指

し,設計製作に取り組んでいる｡これ

らはいずれも燃焼コストの低減を図る

という顧客のニーズに合致したもの

で,株式会社釧路熱供給公社納めボイ

ラでは,従来投棄されていた低品位の

選炭スラッジを燃焼させて市立病院な

どの公共施設に蒸気を安定供給してお

り,地元関係者から喜ばれている｡こ

のボイラの特徴としては,季節による

負荷変化を考慮し,流動層分割による

部分運転(スランビング運転)としたこ

と,通風機を蒸気タービン駆動とした

こと,アキュムレータ設置で,できる

だけ低負荷時でもスラッジ炭だけによ

る運転を継続できる設計としたこと,

などである(園15)｡

一方,事業用としては,昭和58年度

に日立製作所と川崎重工業株式会社の

2社で,電源開発株式会社九州支社若

松石炭利用技術試験所用として発電出

力50MWi充動層ボイラ実証プラント

過熱器及び再熟器

節炭器

蒸発器ベッド

過熱器及び再熱器ベッド

軽減磯､鴻

0

0

0

0

0

8

6

4

つん

(
｢
)
-
叶
⇒
せ
H
尊
意

開発材

現有材
(A286)

試験温度20Pc

0
■■

5×102103 5×103104

6500cでの加熱時聞(h)

8

6

4

2

(kgトm)
0

図17 加熱脆イヒ特性

紛

事■

㌦
小
〆

図18 工場完成LたFS-6形ガスタービン発電機初号機

を共同受注した｡このうち日立製作所

は,主としてボイラ本体を担当してい

る｡これは,将来の商業ベース大容量

化に向けて,環境対応性,負荷運用性,

長時間運転の信頼性を実証することを

目的としたもので,昭和62年度から5

年間にわたって運転が予定され七い

る｡このボイラは幅広い炭種について

の試験が実施できるように,主燃焼炉

と再燃焼炉の組合せシステムを採用し

たこと,大容量化対応として2段積ス

タッフ構造(図16)としたことなどが特

徴であり,実証運転では石灰石炉内脱

硫方式による排煙脱硫装置省略化の検

証などを予定している｡

超々臨界圧タービン材料の

開発

発電効率向上レベル約8%をねらっ

た蒸気条件650℃,352kgf/cm2超々臨

界圧タービンロータ材料として,高温

強度を損うことなく加熱脆化特性に優

れた耐熱合金を開発した｡

本合金の特長は,15Cr-26Nト1.25

Mo系合金(A286合金)の炭素及びチタ

ン量を低減し,主要強化因子であるγ′

相〔Ni3(Al,Ti)〕の析出量を調整した

こと,及び長時間加熱時に粒界に析出す

る粗大な炭化物を抑制したことである｡

この結果,本合金は650℃加熱による

敵性(吸収エネルギー)の低下が少な

く,特に長時間側の特性が現有材に比

べ優れている(図17)｡

また,炭素及びサタン量を低く して

あるため,溶解･鍛造性も優れている｡

MS600‖∋形ガスタービン

発電設備初号1幾の完成

ヨルダン電力庁(JordanElectricity

Authority)納めMS6001B形ガスター

ビン発電設備2台の据付工事が現地で

完了し,昭和59年12月,無事営業運転

に入った(トピックス4ページ参軋図

18)｡

本M-s6001B形ガスタービンは,最近

のガスタービン市場の大容量化,高効

率化の要求に合わせ,従来の主力機種

であるMS5001形に代わる次期主力機

として開発,設計された最新づ鋭機であ

り,次に示す優れた特徴をもっている｡

(1)MS5001形とほぼ同一サイズで出
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図19 工場組立完成の670MVAタービン発電機

力は50%増大

(2)燃焼温度の高温度化などによる熱

効率の大幅向上(MS5001に対し相対

比13%向上)

(3)最新のタービン寒冷却技術の適用

(4)良好な保守点検性の確保

表5に従来機種MS5001形フグスター

ビンとの主要仕様の比較を示す｡

本発電設備で使用される発電機も,

MS6001B形ガスタービン仕様にノ合わ

せて開発された新設計品であり,以下

のような最新技術が採用されている｡

(1)回転子の直接空気冷却方式をヨ采用

し,冷却改善を行なって発電j幾のコン

パクト化を達成した｡

表5 従来機種MS5001形ガスタービンと

MS6001形ガスタービンの主要仕様比棄交

機種

仕様
MS6001 MS5001

出 力 36′600kW 24′000kW

効 率(LHV) 30.9% 27.4%

燃 焼 温 度 l.104℃ 943qC

圧 相 比 =.7 9.8

排 気 温 度 543℃ 485℃

匝1 転 数 5.100｢pm 5,100｢pm

圧縮機一芸数 17段 l了一芸

タービン段数 3段 2段

燃 焼 器 10個 10イ固

注:lSO条件
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(2)冷却空気吸入系統にはセルフクリ

ーニング方式のエアフィルタを採用す

るなど,よりいっそうの信頼性向上を

図った｡

また,ガスタービンと発電1幾間に設

置される減速機は,伝達容量4万kW

の歯車式で,高速･大容量形としては

日本国内記録品である｡

今回のMS6001B形ガスタービンの

完成により,日立製作所は発電用,機

械駆動用を含めて,GE形ヘビーデュー

ティガスタービンの全機種のラインア

ップをそろえたことになり,顧客の多

様なニーズに対し十分対応できる体制

が整えられた｡

600MW級最大容量タービン発

電機の完成

このたび完成した北海道電力株式会

社苫東厚真発電所2号1幾納めの670

MVAタービン発電機は,50Hz,二極

機としては国内最大容量機である｡本

機は石炭火力プラントで使用されるも

ので,主要系統火力として運用される

ため,設計･製作に際しては高い信頼

性が確認された新技術が適用されてい

る｡高効率化対策についても多〈の項

目が採用されており,中でも固定子巻

線には音昆ノ合素線,上下異断面コイルを

採用して,発生損失の低減及び温度の

均一化を図っている｡また,回転子巻

線の温度低減として,空隙間に入排気

の隔壁を設けるガス仕切りバッフル方

式を才采用している｡

励耳滋方式には静止形を採用し,速応

度や保安性の向上を図っている｡なお,

本機は火力用タービン発電機として静

止形励j滋方式を才采用した単機最大容量

機である(図19)｡

火力発電所信頬性技術の向上

ボイラ設備全体の信頼性向上は,近

年ますます重要な技術的課題となって

きており,日立製作所としても重点的

に開発に取り組んでいる｡これらの中

で,ボイラ耐圧部の熟応力監視システ

ム,制御弁などのバルブモニタリング

システムは,ボイラ予防保全技術とも

関連して開発されたものである｡

更に,ボイラの燃焼監視は運転制御

の自動化を進める中で重要な位置を占

めており,この信頼性が自動化の生命

と言える｡この中で日立製作所として

開発を進めてきたME形(Multi-Eye)

フレームデテクタは,従来形フレーム

デテクタにない下記のような特徴をも

っている｡

本フレームデテクタは,最近の光フ

ァイバ技術を応用してバーナ火炎方向

に3個の視野を設け,更に2波長の複

合光電セルを組みノ合わせることによ

り,対象の火炎について空間及び波長

領域と従来形に比べて6倍の火炎情報

を抽出するとともに,16ビットマイク

ロプロセッサを中心とした情報処理部

により,時間領域と周波数領域の両面

にわたる解析を行ない,これらの解析

結果から,対応するボイラ運転状態に

応じて最適の設定値を自動的に決定す

る学習機能をもっている｡ヘッド内に

は冷却空気を流し,汚れ防止を行ない

検出機能の維持を図っている｡上述の

ように豊富な火炎情報を利用して,バ

ーナ燃焼状態監視機能を提供するイン

テリジェント形フレームデテクタであ

る｡なお本製品は,実缶による実証試

験を重ね,近く発電所に納入される運

びとなっている(図20,21)｡

既設火力発電所の燃料転換に

伴う制御装置の更新

火力プラントでは,石油燃焼から

LNG又は石炭燃焼への転換が相次ぎ,

制御装置は従来にも増して制御性･信

頼性･保守性の向上が要求されてきた｡

このため,ディジタル技術を応用し,

機能の高度化と故障診断機能の充実に

よる高信頼化を図って対応してきた｡

一例として,ディジタル式ボイラ自動

制御装置(図22)の概要について説明す

る｡制御面では先行予測制御機能を付



加して蒸気温度制御性の改善を図り,

負荷応答性をアナログ式の2倍以上に

向上することができた｡保守面では

CRT化メンテナンスシステムを開発

し,制御ブロック図から直接プログラ

ムできるようにし,改造工数を従来の

÷に低減した｡本システムは石炭燃焼
では中国電力株式会社水島火力発電所

1,2号機ほか2プラント,LNG燃焼

では東京電力株式会社横浜火力発電所

3号機ほか3プラントに納入し,いず

れも順調に稼動している｡

火炎画像によるボイラの燃焼監

視技術の開発

微粉炭燃焼ボイラでの燃焼状況の把

握は,高効率･環j尭対策上で重要なフ

図20 ME形フレームデテクタヘッド先端

形状

図21ME形フレームデテクタ信号処理部

図23 燃焼監視状う兄表示例

アクターである｡従来,ITVカメラで

モニタしオペレータが燃焼状態を判断

していたが,今回,燃焼状態の監視を

自動化するとともに,新規ボイラやバ

ーナの評価に有効な燃焼監視システム

を開発した｡本システムは,イメージ

ファイバを用いて燃焼火炎を直接監視

し,火炎画像を計算機に入力して画像

処理技術により火炎の特徴を抽出し,

NOxや未燃分などの生成量を定量的

に推定するものである｡

高温雰囲気での火炎計測のため,水

冷式セラミック管でファイバを保護

し,エアパージにより先端部の防塵に

ついて対策している｡また,特定波長

の火炎を検出することにより周囲の影

響を除去し,監視の信頼性を高めてい

る(図23)｡
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電力会社向け石炭燃焼ボイラ用

移動電極形電気式集塵装置の

納入

中国電力株式会社水島発電所1号,

2号石炭燃焼ボイラのばい塵処理用と

して建設中であった移動電極形電気式

集塵装置が完成した(図24)｡本装置は

電力用に世界で初めて採用された画期

的な設備で,1号機及び2号機は,そ

れぞれ昭和59年7月及び5月に営業運

転を開始し,計画値を十分に満足する

性能で好調に運転中である｡今後,本

装置の完成により電力用海外炭燃焼ボ

イラのばい塵処理用など,その需要の

増大が期待される｡

L l-､
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ディジタル式ボイラ自動制御装置

図24 完成した移動電極形電気式集塵装置



米国へノレムス発電所納め

ポンプ水車の完成

米国パシフィ ック フゲス アンド
エ

レクトリック杜(本社サンフランシス

コ市)ヘルムス揚水発電所納めポンプ

水車3台が,昭和59年4月-6月に相

次いで営業運転を開始した｡ヘルムス

揚水発電所は,カリフォルニア州フレ

ズノ市の東方80kmに建設された出力

112万5,000kWの大規模な地下揚水発

電所である｡

同ポンプ水車は現在運転中のものと

しては世界最大容量機であると同時

に,米国で初めて落差500mを超えた高

揚程大容量ポンプ水車であるが,良好

な運転特性が得られている｡ポンプ水

車の心臓部に当たるランナは,13Cr-

5Niステンレス鋼の一体鋳造であり,

最大外径は5.2m,運転中のランナ周速

は約100m/sにも及ぶ(図25)｡溶接など

の現地作業を低減するとともに,水圧

試験を工場で実施できるよう,スパイ

ラルケーシングは4分割フランジボル

ト締結としている｡

主な仕様をi欠に述べる｡

(1)形式二VFR-IRS

(2)最大出力:414MW

(3)最高落差:531.6m

(4)最高揚程:541m

(5)最大揚水量:73.6m3/s

(6)回転速度:360rpm

低落差用水力発電機器の開発

最近,残存水力エネルギーの有効活

用のため,カプラン水車,チューブラ

水車などの低落差機の建設が活発化し

ている｡日立製作所では,かねてから

このようなニーズに対応して低落差用

水車の開発に重点をおき,高性能化と

信頼性向上に努めてきた｡性能につい

ては,3次元i充れ解析と計測技術を活

用し,手元水部の最適形状化を検討し効

率及びキャビテーション特性の改善を

進めてきた｡また,設計･製作面では,

ランナべ-ンの翼形設計とNC加工用

データを一元化し,CAD/CAM一貫シ

ステムとして,高能率化,高精度化を

実現している｡

一方,構造,強度の面では,バルブ

形水車に関する支持方式の検討を実物

相似模型を用いて行なうなど,構造,

強度と土木との協調を図り,信索引生に

十分配慮している｡

このような研究開発の成果として,

低落差1幾に関する高性能水車モデルの

ラインアップが完成されることとな

り,-最近,受注の確保に大きく寄与し

ている｡

図26に,米匡Ⅰ,フライア

ント･カーン発電所納め,

19,620kW,チューブラ水

車のガイドベーンケースの

工場組立状況を示す｡

匡125 パシフィック ガス アンド エレクトリック社ヘルムス揚水発電所納

め414MWポンプ水車ランナつり込み
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九州電力株式会社天山発電所

向け揚水発電所用制御装置の

完成

316MW揚水発電所用制御装置が工

場完成し,各種組合せ試験を実施し所

期の性能を満足することを確認した｡

制御装置は,マイクロプロセッサを応

用したディジタル制御方式で,装置及

び電源の二重化のj采用による高信頼度

化,運転モードごとに異常状態を監視

して,異常情報をローカル表示するシ

ーケンスモニタの監視機能を充実し,

保守点検の容易化を図った｡

またリモート入出力方式を採用し,

地上制御室と地下発電所配電盤室間の

信号伝送ケーブル,発電所内の配電盤

室と各種現場機暑旨間のケーブルの大幅

削減,ケーブル工事の容易化を実現し

た｡図27に制御装置の正面外観を示す｡

芸簸■軍

魯

図26 フライアント･カーン発電所納め19′620kWチュ

ーブラ水車用ガイドベーンケースエ場組立状況

図27 九州電力株式会社天山発電所向け制御装置の夕幡昆



550kVガス絶縁開閉装置を

完成

このたび,九州電力株式会社新熊本

変電所へ550kVガス絶縁開閉装置を納

入した｡本ガス絶縁開閉装置は,酸化

亜鉛避雷器の分散配置により,LIWL

(絶縁レベル)を1,550kVに低減し,か

つ550kV三相一括母線をj采用するなど

の新技術適用により経済性の向上を図

る一方,内部故障の早期発見による突

発故障の未然防止を図った変電機器の

予防診断技術を取り入れた変電所総合

監視システム(光伝送ディジタル方式)

など,種々の最新技術を駆使している｡

更に,二平面直線配置構成の採用に

より,分岐母線長の短縮を図るととも

に,機器のローフロロフィル化,簡素化,

耐震性の向上及び環境調和を図り,ま

た2点切りガス遮断器(従来は4点切

り)を新たに採用し,部品点数のイ氏減と

信頼性の向上を図っている(図28)｡

高効率500kV,1,000MVA

変圧器を完成

UHV絶縁技術を応用した500kV変

圧器としては,これまでに14台を製作

納入し,いずれも既に運転中である｡

これらの実績を踏まえ,更に一段と高

効率･小形化を図った中部電力株式会
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図29 中部電力株式会社信濃変電所納め500kV,l,080/3MVA変圧器

＼＼

社信濃変電所納め500kV,1,000/3

MVA変圧器こ6台が完成した｡本変圧

器は主巻線を1相当たり1脚としたセ

ンタコア構造で,タップ巻線を側脚に

配置し負荷時タップ切換器を内蔵して

いる｡また,鉄心材質の向上,内部構

造金具の非磁性化,非金属化を積極的

に行ない,損失の低減を図った｡更に,

変圧器の負荷率及び周囲温度の条件に

応じてファン及び送油ボン70の回転数

を連続的に制御する可変遠道転方式を

才采用し,変圧器の全損失を運転中常に

最小にする方式としている(図29)｡

500kV FM電5充差動キャリヤ

リレー装置の開発

FM電流差動キャリヤリレー装置

は,昭和52年に世界第1号機を中部電

力株式会社中信変電所,高根発電所(ほ

か)275kV送電線保護用として納入し

て以来多くの納入実績を挙げ,それら

の成果をもとに,今回500kV系統用

FM電i充差動キャリヤリレー装置を開

発した｡本装置は,主幹系統保護用と

して,故障除去3サイクル化(遮断器2

サイクル含む｡)の高速動作を実現して

おり,従来の4サイクル仕様に比較し

1サイクルの時間短縮を図ることで系

統の過渡安定度･送電容量を大幅に向

上することを可能にした｡また,従来

より数多くの実績をもつ,日立独自の

故障電流の正･負両液の時間幅判定方

式の採用などの,高信頼度設計思想を

盛り込んでいる｡本開発品の1号機は,

中部電力株式会社500kV信濃幹線用と

して昭和59年9月顧客立会を終了し,

納入完了した(図30)｡

転 載

し辛革 事､専守

巌艶.ふ

観 戦

塩鮭
図30 508kV FM電う充差動キャリヤリ

レー装置
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図31カナダHydro Qu6bec電力会社納め735kV系統用酸化亜鉛避雷

器の現地写真

カナダHydro Qu占bec電力会社

納め735kV系統用酸イヒ亜鉛

避雷器

カナダHydro Qu岳bec電力会社から

735kV系統用酸化亜鉛避雷器を受注製

作していたが,このたびて現地据付けが

完了し運転に入った(図3り｡本器は,

世界的にも権威のあるカナダのIREQ

超高圧大電力研究所で世界各国のメー

カーが参加して防爆試験を実施し,最

も優れたく特性であることが評価された

ことにより75相分を受注したものであ

る｡本器は保護レベルの実質精度±0.2

%という厳しい仕様のものであるが,

設計製作に当たり,これまでのUHV用

酸化亜鉛避雷器の開発によって得られ

た長寿命･高耐圧素子を適用し,更に,

高精度電界解析技術,有限要素法の応

用による素子熟破壊メカニズムの解

析,高圧流体のフロー解析などの高度

な技術を駆使して,厳しい要‾求仕様に

こたえるとともに,信頼性の向上を図

った｡
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図32 250kV,8kA直流遮断器

世界最大容量直流遮断器の

開発

定格電圧250kV,定格速断電壬充8,000

Aの世界最大容量直i充遮断器の開発に

成功した｡逆電i充挿入方式の採用によ

り大電妻充遮断を可能にし,充電装置を

省略して簡単な構成とした｡更に,遮

断部にバッファ形ガス速断器を適用

し,他の1茸成機器もSF6ガス封入のデ

ッドタンク内に収納した｡このため安

全性,信頼性が高く,保守が容易であ

る｡なお本券を直列接続することによ

り,500kV級直妻充送電システムへの適

用も可能である(図32)｡

濃萄夢

好･も

発表 混ざ ま

豊孟羞蕊

真空遮断器の新シリーズ

このたび,36kV,25kA真空遮断器の

モデルチェンジにより,定格電圧3.6～

36kV中庄クラス真空遮断器の全シリ

ーズが完成した｡図33に新形36kV真空

遮断器の外観を示す｡電極には日立製

作所独自の多極性平行磁界方式を採用

し,小形･軽量化を図った｡

7.2kV,20kA以下の汎用真空遮断器

では,さい断電流が0.7A以下(従来品

に比べ約吉)の新電極材料を使用し,
電動機,変圧器などの低絶縁負荷に対

してもサージ保護装置の不要な低サー

ジ真空速断器もシリーズ化し,多様化

する顧客のニーズに十分対応できるも

のとした｡



直流500kV,3.3kA級

光直接点弓瓜サイリスタバノレプ

の開発

電源立地の遠隔化,大規模集中化に

対応する大容量･長距離送電として,

直流送電は交流送電に比べて立地面,

経済性及び運用面で優れている｡その

実用化に当たっては,直妻充送電の心臓

部であるサイリスタバルブのなおいっ

そうの高信頼度化が望まれていた｡

今回開発した光直接点弧サイリスタ

バルブは,通商産業省の重要技術研究

開発費補助金(昭和56-58年度)を得て

開発したもので,世界最大容量の4,000

V,3,000A光直接点弧サイリスタ素子

及び1W光出力発光ダイオードなど

を使用し,部品点数を従来の電気点弧

方式の約÷に低減でき高信頼度化が,
また,約30%の小形･軽量化が果たせた｡

また,光直接点弧サイリスタバルブ

は直流送電だけでなく,SVC(葡･止形

無効電力補償装置),サイリスタ女自動装

置などの大容量サイリスタ変換器への

適用も可能である(図34)｡

50MVA超電導発電機の開発

超電導同期発電機は高効率(1,000

MVA機で損失が半減)で,小形(約÷)
にでき,しかも電力系統安定度が向上

する･などのメリットをもっているた

め,次世代の大容量発電機として期待

されている｡この超電導発電機には,

回転体に対する極低温や超電導の技

術,及び多重円筒回転子や空隙巻線固

定子に対する支持,冷却,絶縁などの

総合技術が要求される｡

そこで,超電導発電機の実用化技術

の確立を目的として,約10年前から開

発に着手し,キーコンポーネントの開

発を繰り返し,遂に世界最大容量の50

MVA機を開発した(図35)｡本オ幾は回

転子外径0.6m,軸受間距牡3.9mの大

きさであり,性能向上のために次の新

しい方式が採用されている｡

(1)エポキシ樹脂含浸したくら形超電

導界才蔵巻線

(2)熟サイフォン効果を利用するヘリ

図34 500kV,3.3kA級光直接点弧サイリスタバルブ(モデル)

ウム自然対流冷却

(3)常温及び低温の二重ダンパ

(4)水冷二重転位導体を用いたヘリカ

ル空隙電機子巻線

50MVA機は現在各種試験中である

図35 50MVA超電導発電機のタ十観

が,これによって得られた製作技術や

運転技術及び各種試験結果は,次のス

テップとして予想される500MVA級

実用機の開発に反映させていくことが

できる｡
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図36 噴;充層石炭ガス化基礎試験設備

噴流層石炭ガスイヒ技術

昭和56年10月から1t/dガス化炉(図

36)により噴壬充層石炭ガス化技術の開

発を進めており,これまでに運転性向

上,ガス化効率向上,適用炭種拡大及

びガス化剤の影響に関する基礎検討を

完了した｡また,生成したガスを精製

し,小形高温モデルガ､スタービン燃焼

器に通し,実ガスによる燃焼試験を実

施している｡

噴流層方式では石炭を酸素又は空気

により,灰の音容融温度以上(1,400℃以

上)で反応させるため,多くの炭種を高

効率でフグス化できると期待されてい

る｡本開発では,ガス化炉構造,石炭

バーナ配置,反応条件などを検討し,

1室2段反応形方式により,溶融スラ

グの安定排出とガス化効率の向上を同

時に達成した｡

今後は,技術の信束副生を向上させる

とともに,大形炉の開発に向けてスケー

ルアッーブ技術を開発していく考えである｡

本技術の基本的考え方については,

水素i一酸化炭素を製造する新エネル

ギー総ノ合開発機構の多目的高温ガス化

技術の研究開発計画に採用され,ガス

化炉スケールアップのための要素研究

を,昭和58年度から実施している｡

図37 低品位炭改質パイロットプラント

高カロリー石炭ガスイヒ技術の

開発

サンシャイン計画の一環として進め

ている都市ガ､ス,燃料ガスを得るハイ

ブリッド石炭ガス化プロセスは,新エ

ネルギー総合開発機構の委託を受け,

昭和57年,福島県いわき市に12t/dの総

合PDU(Process Development Unit)

を建設し,電源開発株式会社のもとで

運転研究が進んでいる｡現在までに約

1,650時間の運転試験を行ない,ガス化

効率の向上,用役蒸気量の低減などの

改良により,当初の目標値を上回る成

果を挙げ,運転の安定性も300時間の連

続運転により実証された｡表6にプラ

ント性能を示す｡今後更に経済性及び

信頼性の向上を目的に,昭和60年度ま

で運転研究を行なう予定である｡

低品位炭の高品質イヒプロセス

の開発

亜歴青炭,褐炭など炭化度の低い石

炭は,埋蔵量が多く,経済的に才采炭で

きるにもかかわらず,一般的に水分が

高く低発熱量であるうえ,乾燥して高

発熱量化すると自然発火しやすくなる

ため,その利用は産炭地付近に限られ

表6 ハイブリッド石炭ガス化総合Pロ∪プラント性能

項 目 目 標
l
【

現在までの結果

カー ス 化 圧 力 ゲージ圧30kg′/cm2 ゲージ圧38kg.ノ′/cm2

ガ ス 化 温 度 750～960℃ 90D～930℃

原 料 処 理 量 ほt/′d(30%スラリ) 12t/d(30～40%スラリ)

カーボンガス化率 (80%) 85～90%

冷 ガ ス 効 率 70%以上 70､73%

運 転 時 間 連続200h以上 連続303h,累計約l,650h
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ているのが現状である｡日立製作所で

は,上記イ氏品位炭を一般の歴青炭並み

に高品質化し,その利用拡大を図る改

質プロセスの検討を進め,予備乾燥･

低卓見乾留･乾留副生タールのコーティ

ングから成る新しい改質プロセスを開

発した｡低品位炭を5t/dで処理するパ

イロットプラント(図37)による試験を

通じて,水分･発熱量が燃料用歴青炭

に匹敵する高品質炭に改質され,自然

発火の危険性も大幅にイ氏下することが

確認でき,開発した低品位炭改質プロ

セスの有効性を実証した｡

昭和電工株式会社大分石油

コンビナート納め石油コークス

燃焼設備の完成

ボイラの燃料コスト低減の観点か

ら,安価な石油コークス転換が注目さ

れている｡バブコック日立株式会社は,

昭和57年以来の微粉炭燃焼高効率低

NOxバーナの研究開発の成果をベー

スにして,石油コークスを高効率,低

NOxで燃焼させることに成功した｡こ

の設備は,大分石油コンビナート内鶴

崎共同動力株式会社鶴崎事業所2号

缶,380t/h発電設備用であり,これまで

重油,副生ガスを燃焼させていたもの

から石油コークス,副生ガスへ燃料転

換したもので,約‡の混焼程度で排煙
処理設備の追設改造なしに高効率燃焼

が可能であることを確認した｡

石油コークス燃焼設備の特徴は下記

のとおりである｡

(1) システム

石油コークスを微粉砕して浮遊燃焼

させている｡また保炎を考慮して,20～

30%熱量の副生ガスを同軸で助燃させ
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図38 鶴崎共同動力株式会社380t/hボイラ断面図

恥

図39 50kW級リン酸型燃料電池発電システム

図40 200kWp学校用光発電システム

ている｡

(2)高効率イ氏NOx燃焼

従来の重油に比べ,約10倍の燃料中

N分を含有すること,及び燃料比が石

炭の3～7倍の難燃性である石才由コー

クス燃焼に対し,高温還元炎を形成し

た方式をj采用している｡

この方法により,石才由コークス転換

後でもNOx値は環境規制値以内に抑

えることができ,かつ歴青炭燃焼ボイ

ラ並みの微粉粒度下で,燃焼率98%程

度確保できることが確認できた｡また,

スラッギングトラフ0ル,高温腐食の急

速な進行もなく安定に約1箇年連続運

転継続中である(図38)｡

燃料電池発電システム

燃料電池発電システムは,主に天然

ガスなどを水素に改質するためグ)燃料

改質装置と,水素と空気中の酸素とを

電気化学的に反応きせ電気に変換する

燃料電池との組合せで構成される｡

日立の燃料改質装置は,改質反応管

の加熱に触媒燃焼法を才采用し,電池か

らの排水素の加圧下での安定燃焼及び

低NOx燃焼を図っている｡

燃料電池は電解質(リン酸)を貯蔵で

きるリブ付き電極に,微細化した白金

触媒層を形成し,リン酸親和性のよい

複合マトリックスを才采用している｡50

kW級発電システムの全景を図39に示

す｡これらの運転を通じて,今後の実

用規模プラントの製作に必要なデータ

の収集,解析に努めている｡

太陽光発電技術

太陽光発電システムとしては,200

kWp学校用光発電システムを三天城県

筑波に建設中であり,昭和60年度から

運転研究を開始する予定である｡本シ

ステムは常時は商用電力と連係して学

校内の負荷に給電するが,災害時には

非常用電源として単独運転も可能であ

るなど数多くの特長をもっている｡

一方,太陽電池の低コスト化につい

ては,イオン打込み法によるセル工程,

及び､パネル組.立工程の製造プロセス技

術と高効率化の研究開発を行なってき

た｡ソーラグレード級シリコンキャス

ト基板やリボン基;板を使用し,イオン

打込み層のアニールと裏面電極の低温

度同時熱処理などによりセル特性の向

上,連統一貫生産設備の開発により生

産速度の向上を図り,多結晶型太陽電

池の実験製作を進めている(図40)｡
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